2012自治体確定闘争推進のため公務員部長交渉を実施-10月26日

　自治労は、2012自治体確定闘争推進のため、10月26日、総務省公務員部長交渉を実施した。

交渉には、総務省から、三輪公務員部長、植田公務員課長、佐々木福利課長、堀井給与能率推進室長らが、自治労からは、氏家書記長、森総合労働局長、森本労働条件局長、松本公務員制度改革対策室長、高柳公務員制度改革対策室次長らが出席した。

交渉の冒頭、氏家書記長は、自治労の各県本部、単組でこの間取り組んできた総務大臣にむけた団体署名「地方公務員の退職手当制度見直しに関わる要請」3093筆を公務員部長に提出した。

その上で、要請書にある通り、退職手当制度の見直しは、職員の退職後の生活に大きな影響を与えることから、見直しにあたっては、地方自治体における十分な労使交渉・協議、合意に基づくことが必要であると要請した。

続いて、10月29日から臨時国会が開会されることから、地方公務員の自律的労使関係の法案についても、早急に国会提出すること、また、2012人事院勧告における55歳超職員の昇給抑制と昇格時昇給の抑制を実施しないよう求めた。

その上で、確定闘争の課題５点について、以下の通り要請し、総務省の見解を求めた。

１．給与決定に対する国の関与

自治体における賃金確定については、自治体自らの判断を尊重し、国からの干渉や一方的な指導等を行わないこと。また、地方公務員法第24条第3項の趣旨を踏まえた労使の自主交渉を尊重し、とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、労使交渉・労働協約によって決定する権利を尊重し、不当な指導を行わないこと。

２．地方公務員の退職手当制度の見直しに係わる措置

地方公務員の退職手当制度の見直しについては、十分な経過措置と周知期間を担保することを基本に、自治体における労使交渉・協議、合意を尊重し、国と同様の見直しを強制しないこと。

また、「年金払い退職給付」のあり方については、制度設計にあたり、自治労など関係労働組合と十分協議すること。

３．雇用と年金の接続

年金支給開始年齢の繰延べに係わり、雇用と年金の接続が重要であることについて総務省の見解を明らかにし、段階的定年延長を実施すること。

４．臨時・非常勤等職員の処遇改善

各自治体に働く臨時・非常勤職員について、行政サービスにとって欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設、をはかること。

５．地方財源の総額確保

地方財政の状況が厳しい中、行政サービスの安定的な提供という地方自治体の使命を果たすためには、地方財源の総額の確保が不可欠である。そのため、地方交付税制度の財源保障機能と財政調整機能を維持し、自治体の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の地方財源の総額を確保すること。

　これに対して、三輪公務員部長は、次の通り回答した。

「１．給与決定に対する国の関与」

地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に沿って、地域の実情を踏まえつつ、条例で定められるものである。

　各地方公共団体においては、引き続き国民・住民の理解と納得が得られるよう、情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進めながら、適切に給与を決定することが肝要である。

　総務省としては、地方公務員法の趣旨を踏まえ、真に必要と考えられるものについて、引き続き必要な助言を行ってまいりたい。

　技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり、人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉を経て労働協約を締結することができるもの。

　一方、技能労務職員等の給与については、法律上、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一又は類似の職種に従事する民間従業者との均衡を考慮して定めなければならないとされているところである。

　なお、技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないかとの国民等の厳しい批判があったところである。

　各地方公共団体においては、このような考え方に立って、給与に関する情報の開示を進めながら、住民の理解と納得が得られる適正な給与とすることが重要と思料する。

「２．地方公務員の退職手当制度の見直しに係わる措置」

地方公務員の退職手当を含む手当の種類・内容など給与制度については、公務としての近似性・類似性を重視して、人事院等の専門的な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制度を基本とすることが望ましいと考えられるところ。

　退職手当は勤続報償を基本的性格とするものであるが、その見直しについては退職後の職員の生活設計に大きな影響を及ぼすことから、各地方公共団体において、職員への十分な周知を図りつつ、職員の理解と納得を得ながら円滑に制度改正が行われることが重要である。

　総務省としては、国家公務員の退職手当制度改正が行われれば、速やかにその内容を各地方公共団体に情報提供し、助言するなど、それぞれの団体において適切かつ円滑に制度改正が行われるよう努めてまいりたい。

　なお、今般の国家公務員の退職手当制度の見直しにおいては、段階的な引下げ措置が設けられる見込みである。

　「年金払い退職給付」については、昨日（10月25日（木））の民主党・公務員ＰＴにおいても、公務労協から十分協議するよう求められており、これに対して稲見政務官から「誠意をもって対応する」旨、お答えしたところ。

　引き続き、公務労協を窓口として、意見を伺いながら対応してまいりたい。

「３．雇用と年金の接続」

平成25年度以降、公的年金の支給開始年齢の引上げに伴い、現行の60歳定年制度のままでは、定年退職後無収入となる期間が生ずるおそれがあることから、雇用と年金の接続は官民共通の課題であると認識している。

　地方公務員の雇用と年金の接続については、民間企業で実施されている高年齢者雇用確保措置のうち、大多数の企業が継続雇用制度により対応している現状、先の通常国会で成立した高年齢者雇用安定法改正法において、継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準制度の廃止等が措置されたこと、国家公務員の基本方針において定年年齢の引き上げではなく、希望者の再任用を任命権者に義務づけることとされたこと等を踏まえ、定年退職する職員が希望する場合、その職員の任命権者に職員の再任用を義務づけることを内容とする制度概要（案）を公表したところ。

　この制度概要（案）をもとに、現在、地方公務員法改正案の策定作業を進めているところであり、与党のご理解を得て、早期に国会に提出したいと考えているところ。

「４．臨時・非常勤等職員の処遇改善」

地方自治法上、常勤の職員には「給料」と「手当」を、非常勤職員には「報酬」と「費用弁償」をそれぞれ支給することとされている。

これは本来、非常勤職員が任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという性格であることによるものである。

　なお、地方公共団体における住民ニーズの高度化・多様化に対応するため、地方独自の制度として「任期付短時間勤務職員」制度を設けている。

任期付短時間勤務職員は、①常勤職員と同様の本格的な業務に従事することができ、②給料と手当の支給が可能となるものであり、積極的な活用を促進していきたい。

　パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであるが、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められており、適用が除外されている。

　しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられる。

　臨時・非常勤職員の任用や処遇に関して守られるべきことについて、パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい。

　任期の定めのない常勤職員を中心とする公務の運営の原則は維持されるべきものである。

　任期の定めのない短時間勤務職員制度については、長期的な人事管理に困難が予想されること等、検討すべき様々な課題があると考えている。

　また、民間でも、契約期間の定めのない「短時間正社員制度」のような雇用形態は、一般的とは言い難いと認識しており、民間労働法制の議論の動向や短時間正社員制度の普及状況などを踏まえ、様々な観点から幅広く議論、検討していく必要があると考えている。

　臨時・非常勤職員の任用と処遇については、各地方公共団体が責任を持って対応していくべきものであるが、総務省としても、改めて実態の把握を行っているところであり、その任用と処遇の在り方について幅広く検討していくこととしている。

「５．地方財源の総額確保」

地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、地方税等と併せ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額の適切な確保を図ってまいりたいと考えている。

　平成25年度地方交付税の概算要求においては、一般財源総額について、平成24年度地方財政計画における59.6兆円を上回る60兆円程度を確保することとしている。

　この回答に対して、氏家書記長はさらに質問した。

給与決定に対する国の関与に係わって、地方公務員給与のラスパイレス指数を公表しないこと。

地方公務員の退職手当制度の見直しに係わる通知の取扱い等については、自治労など関係労働組合と十分協議すること。

　雇用と年金の接続では、段階的手年延長の法改正までの期間においても、確実に職が確保されるよう具体的な施策を実施すること。

　三輪公務員部長は、以下の通り回答した。

ラスパイレス指数の公表についてだが、例年、総務省においては、４月１日現在における地方公務員の給与実態の調査を行い、国と地方の給与水準を比較したラスパイレス指数を含めた調査結果を同年12月末に公表しているところ。

　今年度の調査結果の公表についても、東日本大震災の被災市町村の状況等にも配慮しながら、基本的には例年と同様のスケジュールで公表が可能となるよう作業を進めてまいる予定である。

地方公務員の退職手当制度の見直しにあたっては、これまでも関係組合の方々のご意見やご要望も伺いながら進めてきた。

　従来より国家公務員の退職手当法の改正がなされた際には、各地方公共団体において、国家公務員の退職手当制度に準じて必要な措置が講じられるよう「退職手当条例（案）」を通知し、助言を行ってきたところ。

　退職手当の見直しについては、退職後の職員の生活設計に大きな影響を及ぼすことから、各地方公共団体において、職員の理解と納得を得ながら円滑に制度改正が行われることが重要である。

　総務省としては、今回の見直しに係る同法の改正がなされた際には、地方公務員法及び地方自治法の規定に基づき、技術的助言など適切に対応を行ってまいる所存である。

　雇用と年金の接続では、その必要性に鑑み、地方公務員法改正案が国会で早期に成立するよう努めてまいりたい。

　この回答に対して、氏家書記長は、さらに、ラスパイレス指数については、公表しないよう要請する。しかし、総務省がどうしても公表するというのであれば、国家公務員が特例減額を実施していることが指数に反映されていることを解説し、地方公務員の給与水準について誤解をうけることがないよう十分配慮することを求めた。

　これに対して、三輪公務員部長は、給与改定・臨時特例法による国家公務員の給与減額支給措置は、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、平成24年４月から平成26年３月末までの間に期間を限って実施されるものである。

　また、同法附則第12条においては、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と規定されているところである。

　ラスパイレス指数の算定及び公表に当たっては、こういった給与改定・臨時特例法の趣旨・内容も踏まえ、適切に対応してまいる所存である。

　氏家書記長は、最後に、集中改革プランが終わり、定員管理については、それぞれの自治体において地域の実情を踏まえながら、自主的に適正な定員管理を推進すればよいことをあらためて各自治体に周知すること。

また、国や県人事委員会と異なる年間調整の実施や地域手当・住居手当等の支給に関わって特別交付税の減額算定を行うことは、交付税の中立性を損なうものであることから、厳に行わないことの２点を要請し、交渉を終了した。

以上

